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は じ め に
我が国の刑事手続 においては,犯 罪事実の認定に際 して,取 調べを利用
ロ ラ
して採取 される 「自白」の存在が重要視 されている。もっとも,取調べ を
利用 した 「自白」の採取については,捜査機関による有形 ・無形の圧力が
加わることによって 「不任意の自白」が誘発 され,そ のことが誤判や冤罪
を生み出す一因になっているとの指摘がある。また,自 白の 「任意性」 を
立証することが困難であることに鑑みて,証拠収集方法 としての 「取調べ」
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その ものを疑問視する声 も大 きい。
この点,ア メリカ合衆国においては,「取調べの録画 ・録音」や 「弁護
人の取調立会権」 を制度化 し,「取調べ」 における人権侵害の問題 に対処
している一方で,検 察官が,被 疑者 ・被告人 と 「司法取引(答 弁取引)」
をすることを認めてお り,それが刑事司法制度の潤滑油として有効に機能
く　　
している。そ して,こ のような司法制度の下においては,た とえ 「自白」
を得 られない場合であっても,被疑者 ・被告人 と司法取引(答 弁取引)を
行 うことが可能であるか ら,ア メリカの捜査機 関は,「取調べ」を利用 し
て 「自白」 を採取することに固執 していない。
しかし,我が国の法制度や捜査 ・裁判実務の現状 を前提にするのであれ
ば,被 疑者 を起訴 し,被 告人の有罪を立証す るためには,「取調べ」 を利
用 した 「自白」の採取 という証拠収集方法に頼 らざるを得 ないのも 「現実」
くの
である。したがって,被 疑者 ・被告人の 「人権保障」 という観点か ら 「取
調べ」 を規制するのであれば,そ れ と同時に,「自白」 に頼 らなくて も,
被疑者を起訴 し,被告人の有罪を立証 しうる 「新 しい拠収集方法」を確立
しておく必要性が認められる。そこで,我 が国において も,取調べを利用
した自白の採取に代わる証拠収集方法 として,あ るいは,組織犯罪等に対
する能率的 ・効果的な捜査方法 として,司 法取引(答 弁取引)の 導入が検
くの
討されている。
もっとも,司法取引(答 弁取引)は,検 察官の訴追裁量を前提 として,
被疑者 ・被告人に対 して一定の 「利益」 を与えることの見返 りに,そ の者
くゆ
から犯罪事実の 「自認」を引き出すことを目的 としている。 このような捜
査(証 拠収集)方 法は,そ の目的や外観が,違 法 とされる 「約束による自
白」 と酷似 していることか ら,その 「許容性」については,未 だ議論の余
地が残 されている。また,司法取引(答 弁取引)に 基づいて 「有罪答弁」
を引 き出すことが許容 されるとして も,提供された有罪答弁の 「信用性」
については,別 に考察されなければならないであろう。
したがって,こ の先,我 が国に司法取引(答弁取引)を導入 し,被疑者 ・
被告人から 「有罪答弁」を引 き出す証拠収集方法を確立するためには,違
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法とされる 「約束による自白」 との間の法的な差異 を明確にし,その 「許
容性」を基礎づけるのと同時に,そ のような有罪答弁の 「信用性」を担保
する方法 について,詳 細に検討 してお くことが必要になる。
本稿は,違 法 とされる 「約束による自白」 との比較の観点から,司法取
引(答 弁取引)に 基づいて有罪答弁を引 き出すことの 「許容性」 と,提供
された有罪答弁の 「信用性」 を検討することを通 して,我 が国に司法取引
(答弁取引)を 導入するのに際 して,若 干の示唆を得るものである。
1答 弁取引の許容性
「証拠の女王」 という言葉があるように,被疑者 ・被告人が,自 らの犯
罪事実を認める 「自白」は,犯 罪事実の認定に際 して重要な役割を果たし
ている。もっとも,自 白については,そ の 「任意性」 に関する疑いや,そ
の内容に 「誤 り」が混在する可能性を否定できないことか ら,それを犯罪
く　　
事実の認定において偏重することに対 しては批判の声が大 きい。とりわけ,
そのような 「自白」 を,何 らかの 「約束」 に基づいて採取することに対 し
ては,そ の 「信用性」 に大 きな疑いが生 じるものとして,そ れを違法 と捉
け 　
える見解が一般的である。
このような約束に基づ く 「自白の採取」 と,本稿で取 り扱 う 「司法取引
(答弁取引)」とを,そ の目的や外観か ら区別するのには困難を伴 う。それ
らは,と もに被疑者 ・被告人から犯罪事実の 「自認」 を引 き出すことを目
的としてお り,犯罪事実の 「自認」は,多 くの場合,取 調官/検 察官によ
る 「利益(寛 大な処分)」の約束/提 示 に呼応 してもた らされることにな
る。 したがって,そ れを 「約束」 と呼ぶか 「取引」 と呼ぶかは別として,
その差異 を目的や外観 に見出すことは難 しい。
ここでは,違法 とされる 「約束による自白」 との問にみられる 「類似点」




「約束 による自白」 と 「答弁取引」の問には,い くつかの類似点がみら
く　　
れる。
第1に,被 疑者 ・被告人から犯罪事実の 「自認」 を引 き出すために,取
調官/検 察官が使用する手法の類似性である。「約束 による自白」 と 「答
弁取引」は,被 疑者 ・被告人から犯罪事実の 「自認」 を引 き出すことを目
的としているが,そ れはある意味において,取 調官/検 察官 と被疑者 ・被




まず,取 調官/検 察官は,「機会」 を利用する。す なわち,取 調官/検
察官は,被 疑者 ・被告人 に対 して,「与えられたチ ャンスは1回 である」
と脅 しをかける。次 に,取 調官/検 察官は,「権威」 を利用する。すなわ
ち,取 調官/検 察官は,被 疑者 ・被告人に対 して,「言うことを聞かない
のであれば,よ り重い訴因による訴追や,よ り重い求刑が待っている」 こ
とを示唆する。そして,取 調官/検 察官は,「ブラフ」 を利用する。すな
わち,取調官/検 察官は,あたかも強い 「証拠」を有するかのように 「はっ
た り」を効かすことを通 して,被 疑者 ・被告人に揺 さぶ りをかける。
第2に,被 疑者 ・被告人が置かれた立場(心 理状態)の 類似性である。
取調官/検 察官は,様 々な手法 を駆使 して 「自白」や 「有罪答弁」を引 き
出そうと試みるが,こ のような手法は,取 調官/検 察官が,被 疑者 ・被告
人の心理状態(依 存心)を 巧みに利用 したもの といえる。
この点,自 白をした者 と有罪答弁を提供 した者による 「後の告白」を調
査 ・分析 した研究によると,自 白や有罪答弁 に至った 「動機(契 機)」に
ついて,そ の相当数が,「一刻 も早 く現在の状況を終わらせたい」,あるい
は,「とにか く現在の状況から解放 されたい」 とい う心境であったと述べ
ている。その意味 において,「約束 による自白」 において問題 とされる
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「信用性(任 意性 ・正確性)」に関する議論は,「答弁取引」の状況 におい
ても,同様 にあてはまることになるであろう。
ところで,自 白の採取 と有罪答弁の提供 は,し ばしば同一の手続内で行
リ ラ
われるという点には注意を要する。すなわち,例 えば,取 調べ を通 した
「自白」の採取が先行 し,その後,答 弁取引が行われ,「有罪答弁」が提供
されるというような場合,当 該答弁取引 において検察側の 「交渉材料」 と
されるのは,被 疑者 ・被告人による 「自白」そのものであるといえる。そ
して,こ のことが両者の区別 をより困難 にしている。
(2)相違点
「約束 による自白」 と 「答弁取引」の相違点 として挙げられるのは,①
取調官/検 察官による 「寛大な処分」の約束/提 示が,自 白や有罪答弁 に
与えた 「影響」を事後的に検証することが可能であるのか という点 と,②
当該自白や有罪答弁が,弁 護人による適切 な援助 と助言を前提 としている
のか という点である。そ して,目 的や外観が類似する両者において,そ の




取調官/検 察官による 「寛大な処分」の約束/提 示は,自 白や有罪答弁
に対 して,ど の ような 「影響」 を及ぼしているのであろうか。その影響 を
事後的に 「検証」することが可能であるのか否かが問題となる。
取調べの状況においては,取 調官が 「寛大な処分」 を約束することに基
づいて(寛 大 な処分 と引 き換えに),被疑者から 「自白」 を採取すること
が禁止 されているが,現 実問題 として,多 くの自白は,寛 大な処分の 「暗
黙の約束」 に基づいて提供されている。実際,自 白をした者の多 くは,後
の調査に際 して,何 らかの寛大な処分の 「約束」を信 じて 「自白」を提供
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くゆ
した旨を告 白している。 ところが,取 調べの現場において取調官によって
提示される寛大な処分の約束は,「感覚的なもの(暗 黙の了解)」に過 ぎな
いことか ら,「寛大な処分」が自白に与えた 「影響」 を事後的に検証する
のは困難である。
この点,ア メ リカ合衆国においては,取 調べに際 して,そ の全過程 を
「録画 ・録音」する手法が一般的になってお り,多 くの法域 において,録
く　
画 ・録音 を推奨する制定法が存在 している。 しかし,それ らの制定法の多
くは,重 大犯罪(重 罪)を 想定 して規定 されている。また,重 大犯罪に関
する場合であっても,録画 ・録音された素材が,後 の公判において公開さ
れることを恐れて(例 えば,犯 罪組織における報復や地位失墜の可能性),
名誉やプライバシー等の観点から,そ の録画 ・録音 を望まない被疑者 も多
く　　ラ
い。このように,取調べの録画 ・録音は,そ の有用性の観点から制度 とし
ては確立 されているものの,そ の弊害 も大 きいことから,そ れを拒否する
被疑者 も少なか らず存在 し,相当数の取調べが,未 だ 「秘密裏」 に行われ
くユヨ　
ているのが現実である。それに加えて,約 束による自白の場合,当 該 「約
束」が守 られる限りにおいて(例 えば,被 疑者が不起訴にされ,刑 事手続
か ら外 される等),その内容や過程が問題 とされる必然性に乏 しく,し た
がって,そ れが明るみに出る機会も少ない。逆に言うと,自白の基礎 となっ
た 「暗黙の約束」が破 られた場合に限って,そ れが 「自白の信用性(任 意
性 ・正確性)」の問題 として,法 廷で争われることになる。 もっとも,法
廷 で争 うとして も,約 束による自白の場合,そ の約束が 「感覚的な もの
(暗黙の了解)」であるために,約 束が 自白に与えた 「影響」を事後的に検
くユ　　
証することは困難である。
それに対 して,答 弁取引の場合,検 察側 と弁護側の 「合意」は,そ れだ
けで取引の内容を確定させるものではな く(裁判所は,当 事者の合意内容
に拘束 されない),裁判所が 「有罪答弁」 を受理する場合,そ れに先立っ
て,「答弁手続(pleadiscussion)」を経ることが予定されている。そして,
裁判所が,当 該有罪答弁の 「任意性」 と 「正確性」 を確認するという作業




の意味において,答 弁取引の場合,検 察官が提示する 「寛大な処分」は,





る場合,そ れに先立 って,起 訴 される犯罪の性質,有 罪答弁の文言 と条件,
起訴される犯罪で科 されうる刑罰の上限,有 罪答弁の提供によって放棄 さ
れる権利,そ の他,有 罪答弁の提供 と関連する事柄 について 「告知」 しな
く　フ　
けれ ばな らない とされてい る。
そ して,い くつ かの州 は,州 内の答弁手 続 を標準化 す る 「書 式」 を採用
している。例 えば,Minnesota州は,裁 判所 が,有 罪答弁 の任意性 を確認
　ラ
する際に参考にする28の項 目を4頁 の書式にまとめている。また,Idaho
州は,7頁 にわたる書式を採用 し,有罪答弁に先立って,被 疑者に対 して
く　ラ
50に近い質問を行っている。
このように,約束 による自白の場合は,寛 大な処分の約束が 「自白」へ








この点,ア メリカ合衆国においては,身 柄の拘束 を受けた被疑者の 「取





疑者を取 り調べるのに先立 って(通 常は,被 疑者 を逮捕する際 に),①被
疑者に黙秘権があること,②被疑者が供述 したことは不利な証拠 として使
用されうること,③弁護人に相談する権利があ り,取調べの間,弁 護人 を
立ち合わせる権利があること,④弁護人を雇う金がない場合,取 調べに先
立って弁護人が公選 されることの4点 を告知 しなければならない(ミ ラン
ダ警告)。したがって,身 柄拘束下で取調べを受ける被疑者 については,
「弁護人の取調立会権」が認め られることか ら,それを通 して,「弁護人依
く　ゆ
頼権」 と 「黙秘権」が実質的に保障されることになる。
もっとも,ア メリカ合衆国憲法修正第6条 が保障する 「弁護人の援助 を
受ける権利」 と,ミランダ判決によって保障される 「弁護人の取調立会権」
とは,ど ちらも弁護人の存在 を前提 とするものではあるが,そ の性質を異
にしている点には注意を要する。すなわち,ア メリカ合衆国憲法修正第6
条が規定する 「弁護人の援助 を受ける権利」は,政 府の役人が,告 発 され
た被告人に対 して質問をする場合に自動的に適用 される。 したがって,告
発 された被告人であれば,質 問者が政府の役人であることを知 らず,そ の
権利行使の必要性 を感 じていなかった場合であっても,修正第6条 の保障
は及ぶことになる。それに対 して,ミ ランダ判決にいう 「弁護人の取調立
会権」は,身 柄拘束下で取調べ を受ける被疑者の 「黙秘権」を保障するこ
とを目的とした手続的な規定である。 したがって,こ の権利は,当 該被疑
者がそれを 「必要」 とし,「援用」する限 りにおいて効力 を発することに
く　
なる。
このような事情により,被疑者に親 しい弁護人の知 り合い(顧 問弁護士
等)が いない場合などは,す ぐに弁護人 に連絡 し,取調べに立ち会っても
らうことが困難であるため,権利の行使 を断念 し(弁護人の取調立会権 を
く　　ラ
放棄 し),素直 に取調べに応 じてしまう傾向がみられる。また,ミ ランダ
警告の 「告知」方法その ものが,法 律の素人である被疑者にとっては 「不
く　の
十分」であるという指摘 もある。 したが って,弁 護人の取調立会権は,権
利 としては確立 されているものの,現 実問題として,様 々な事情か ら,そ
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の権利が行使 されない場合が多い。
それに対 して,答 弁取引の場合は,通常,交 渉の過程に弁護人が立会い,
その適切な援助 ・助言を得ることが前提 とされている。また,仮 に弁護人
から不適切(不 正確 ・不十分)な援助 ・助言 しか得 られず,そ の結果,誤 っ
て有罪答弁が提供 された場合については,そ の 「信用性」の観点か ら,当
く　 ラ
該有罪答弁の無効 を主張することも予定 されている。
もっとも,被告人(又 は弁護人)が,法 的 ・事実的な事情を誤 って評価
してしまったに過 ぎない場合については,そ れを理由として 「有罪答弁」
く　の
の無効を主張することは許されない。 もちろん,不適切(不 正確 ・不十分)
な弁護によって有罪答弁を提供 したことを被告人 自身が証明するのであれ
ば,当 該有罪答弁の無効を主張することがで きるかもしれない。 しか し,
その場合であっても,単 に弁護活動が不適切(不 正確 ・不十分)で あった
ことを証明するのではなく,被告人が,そ れによって 「損害」 を受けたこ
とを証明することが必要 とされている。言い換えれば,被 告人は,も しも
弁護人による適切な援助 ・助言が得 られていたのであれば,有 罪答弁を提
供 しないで,公 判審理(陪 審による裁判)を 「選択」 していたという合理
く　の
的な蓋然性 を証明する必要がある。
それでは,公 判審理を選択 していたかどうか という被告人の心理状態 を,
どのようにして推認することがきるのであろうか。これを推認する方法 と
しては,弁 護人による適切な援助 ・助言が得 られていたのであれば,被 告
人が,公 判で 「勝利」で きていたか どうかを検証することが考えられる。
しか し,この問題の解答を得るためには,も しも公判が開かれていた場合
を仮定 して,そ こに提出されたであろう 「検察側 と弁護側の証拠の全容」
を確認する必要があ り,現実問題 として,そ れは不可能に近い。 したがっ
て,よ り現実的な 「損害」の分析方法としては,不適切(不 正確 ・不十分)
な援助 ・助言がなかった としたら(適切な援助 ・助言を受けていた とした
ら),被告人が,よ り有利な 「答弁取引の条件」 を得 られたか どうかを問
うことになるであろ㍗。
このように,取調べ を利用 した 「約束 による自白」の場合は,現 実問題
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として,弁 護人の援助 ・助言が機能 していない場合が多いのに対 して,答
弁取引を通 して 「有罪答弁」を提供する場合は,弁護人による適切な援助 ・
助言の存在が,そ の許容性の前提条件 となっている。
lI有 罪答弁の信用性
司法取引(答 弁取引)の 「許容性」については,① 事後的な検証可能性
と,②弁護人による適切な援助 ・助言の存在によって基礎づけられるとし
ても,被 疑者 ・被告人が置かれた立場(心 理状態)に 鑑みれば,提 供 され
た有罪答弁の 「信用性」については,な お慎重に検討すべ き問題 として残
される。
有罪答弁は,そ れ自体が 「有罪の宣告」 とい う側面を有することか ら,
連邦刑事手続規則は,有 罪答弁の 「信用性」を担保する手段 として,裁 判
所 に対 して,提 供 された有罪答弁の 「任意性」 と 「正確性」を確認するこ
とを要求している。
ここでは,提 供 された有罪答弁の 「任意性」 と 「正確性」を基礎づける
事情を概観することを通 して,そ の 「信用性」を担保する手段 について考
察する。
(1)任意性
合衆国最高裁は,被 疑者 ・被告人による 「有罪答弁」が,憲 法(適 正手
続条項)の 下において適法 とされる 「条件」 として,そ れが 「任意」に提
く　　ラ
供 されたものであることを要求 している。そ して,裁 判所によって確認 さ
れる 「任意性」は,① 当該有罪答弁が,直 接的 ・間接的な強制の下に提供
されたのかどうかという,通常 に意味における 「任意性」の問題 と,② 当
該有罪答弁が,有 罪答弁の基礎 となる諸事情(任 意性に影響 を及ぼす事情)




連邦刑事手続規則 によると,裁判所は,有 罪答弁 を受理するのに先立っ
て,公 開の法廷で直接 に被告人に話 しかけることを通 して,当 該答弁が任




てはならないことは規定 しているものの,何 をもって 「任意」 とされるの
かについては明確にしていないことか ら,提供 された有罪答弁の 「任意性」
く　　
を基礎づける諸事情 をめ ぐって争いが生 じている。
この点,「取調べ」の状況 においては,寛 大な処分の 「約束」や刑罰に
よる 「威嚇」に基づいて 「自白」を採取することが許されておらず,そ の
ような手法で採取 された 「自白」については,公判廷 において証拠 として
使用することができない(自 白の任意性が否定される)。一方で,取 調べ
において禁止される寛大な処分の 「約束」や刑罰による 「威嚇」 は,答弁
取引においては一般的な手法とされてお り,む しろ,取 引の 「本質的要素」
であるとさえいえる。取調べをめ ぐる議論において,「虚偽の自白」 を誘
発するおそれが強いとして禁止 されている手法の多 くが,答 弁取引に際 し
くヨの
ては,基本的な 「駆け引 き」の手法 として利用されている。
例えば,合 衆国最高裁は,Bradyv.UnitedStates事件において,た とえ
死刑 を回避 したいという動機(刑 罰 による威嚇)に 基づいて提供 された
「有罪答弁」であっても,被 告人が,有 罪答弁 によって もたらされる 「直
接的な結果」を十分 に認識 した上で提供 したのであれば,そ れが暴行 ・脅
迫 ・欺岡 ・買収等の手段 によるものでない限 り,「有効」 と解すべ きであ
くヨ　ラ




する場合 とで,そ の任意性に 「二重の基準」 を設けるものであるとの批判
く　ラ
もある。しか し,強制的な雰囲気を排除しえない 「取調べ」を利用 した自
白の採取の場合 と比較 して,弁 護人の適切 な援助 ・助言の下に提供され,
12(桃 山法学 第19号'12)
事後的にその 「影響」 を検証することが可能な 「有罪答弁」の場合につい
ては,常 に厳格な 「任意性」 を要求する必然性は少ない ものと考 えられて
くヨの
いる。
任意性 に関連 して問題 とされているのは,検 察官が,訴 因や刑罰に大 き
な 「差」 を設けて,有 罪答弁 を誘引するという手法の適法性である。この
点,訴 因や刑罰に大 きな 「差」を設けるのであれば,た とえ無実の者であっ
ても,公 判に対する不安や恐れ(誤 判の可能性や,よ り重い刑 を科される
可能性)か ら,い やいやながら 「答弁取引」 に引 き込まれてしまう可能性
くヨの
を否定できない との指摘がある。それゆえ,訴 因や刑罰に大 きな 「差」 を
設けた条件提示による検察官の誘引は,一 般人にとって 「強制」 にあたり,
く　ラ
「不任意」の可能性が高い と主張する見解 もある。 しか し,被告人が本当
に罪を犯 していると仮定するのであれば,た とえ訴因や刑罰に大きな 「差」





このように,合衆国最高裁は,有 罪答弁の有効要件 として 「任意性」 を
確認することを要求しているものの,提 供 された有罪答弁が暴行 ・脅迫等




連邦刑事手続規則 によると,裁判所は,有 罪答弁 を受理するのに先立っ
て,公 開の法廷で被告人に直接 に話 しかけることを通 して,① 有罪答弁 を
提供する犯罪事実の性質,② 有罪答弁によってもたらされる結果,③ 有罪
答弁によって放棄 される憲法上の権利,等 について告知 し,それを理解 し
ゆ 　
ているかどうかを確認 しなければならないとされている。すなわち,連邦
刑事手続規則は,暴行 ・脅迫等の直接的 ・間接的な 「強制」に起因する場
合だけで なく,有 罪答弁の基礎 となる諸事情 について,被 告人が 「理解
自白から有罪答弁へ13
(認識)」していなかった場合について も,提供された有罪答弁の 「任意性」
に影響を及ぼす ものとしている(こ こでは 「知悉性」 と呼ぶ)。
以下,判 例 において,「知悉性」の基礎 となる事情 として問題 とされて
いる,①有罪答弁 を提供する犯罪事実の性質,② 有罪答弁によって もたら




りわけ,犯 罪の 「重大な要素」 について理解 していなかった場合,当 該有
罪答弁は無効 とされる。連邦刑事手続規則 によると,裁判所は,公 開の法





このような手続要件 を充足 させる最 も優れた方法 としては,裁 判所が,
実行行為,故 意 ・過失,そ れに付随する状況等(す なわち,公 判において,
検察官に 「挙証責任」が課 される事項)に ついて,被 告人に 「告知」 し,
ゆ 　
「確認」することが考えられる。
この点が問題 とされた事例 としては,被 告人が,公 訴犯罪事実の詳細 を
知らずに有罪答弁 を提供 したことか ら,当該答弁の有効性が問題 とされた
(43)
Hendersonv.Morgan事件が挙げられる。Henderson事件 において,弁 護
人は,検 察官 との交渉を通 して,起 訴 される 「訴因」 を,第1級 殺人罪か
ら故殺罪 に縮小することには失敗 したものの,第2級 殺人罪に縮小するこ
とには成功 した。 しか し,被告人 に対 して,第2級 殺人罪の成立には,
殺人の 「故意」の存在が必須 とされている(第2級 殺人罪を認めるという
ことは,殺 人の 「故意」を認めることになる)こ とを告げていなかった。
その後,被 告人は,そ の事実 を知らずに,第2級 殺人罪を認める有罪答弁
を提供 して しまった。この点について,合 衆国最高裁は,他 に被告人の有
14(桃 山法学 第19号'12)
罪を指 し示す 「十分 な証拠」が存在するとして も,「故意」が第2級 殺人
罪の 「重大な要素」であることについて,弁 護人(及 び検察官)が 被告人
に 「告知」 していなかったことを理由として,当 該答弁が憲法(適 正手続
く　　ラ
条項)に 反 し無効である旨を判示 した。
もっとも,Henderson事件 において問題 とされた 「故意」については,
第2級 殺人罪 と故殺罪とを区別する 「重大 な要素」であ り,告知が必要 と




項が,犯 罪事実の 「重大な要素」に限定 される旨を示唆 している。その意
味において,合 衆国最高裁が意図する犯罪事実の 「重大な要素」 とは何か
く　の
を明確にすることが,今 後の課題 として残 されている。
また,「知悉性」については,当 該事実 を被告人に 「告知」 したか どう
かという観点か らだけではな く,被告人が現に 「認識」 していたか どうか
とい う観点か らも問題 とされている。Henderson判決の事例においては,
被告人が現に 「認識」 していなかったことから,「告知」の有無が問題 と
されたが,そ の一方で判例 は,「弁護人 による弁護活動 を通 して,自 認す
る犯罪について詳細 に告知されていると推定することがで きる」場合があ
く　　ラ
る旨を加 えて述べている。 この点,殺 人の 「故意」 については明示的に
「告知」されていない被告人が,「殺人未遂罪」に関する有罪答弁を提供 し
たことから,被 告人の 「故意」 に関する認識が問題 とされたMarshallv.
Lonberger事件において,合 衆国最高裁 は,答 弁手続 において,答 弁の内
容が 「ナイフで被害者を襲った」旨であることを示 して裁判所が確認 して
いることや,被 告人に弁護人が付 されていることに鑑みれば,被 告人は,
有罪答弁 を提供する犯罪の性質について,正 確に告知されているもの と推







手続規則 によると,裁判所は,公 開の法廷で被告人に対 して直接 に話 しか
けることを通 して,被 告人が,有 罪答弁 によってもたらされる結果につい
るゆ
て理解 してい るか どうか を確認 しなければ ならない とされ ている。
有罪答 弁 によって もた らされ る 「結 果」 は,「直接 的 な(direct)結果」
と 「間接 的 な(collateral)結果」 とに大 別 され,合 衆 国最高裁 に よる と,
この うち被告 人 に 「告知」 され なければ な らないのは,「直接 的 な結果」
く　 ラ
であるとされている。すなわち,被 告人が,有 罪答弁によってもた らされ
る 「直接的な結果」 を十分に認識 して提供 した場合,当 該有罪答弁は 「知




もっとも,「直接的な結果」 と 「間接的な結果」 とを区別するのは難 し
く,この区別をめぐっては,連 邦 と州,そ れぞれにおいて様々な見解がみ
られる。「直接的な結果」について,一 般的には,有 罪答弁 を提供する犯
罪に対 して科される可能性がある 「刑罰の内容」のことであると考えられ
ている。そして,「刑罰の内容」について,伝 統的には,有 罪答弁 を行 う
当該犯罪について予定される 「制定法上の最高刑」,あるいは,特 別な事
情(例 えば,武 装 して犯罪を犯 した場合)を 理由として付加的に科される
お ラ
「制定法上の刑罰」のことであると考えられていた。 しか し,最近の連邦
手続における実務 をみてみると,裁判所 は,被 告人に対 して,「制定法上
の最高刑(拘 禁,罰 金,執 行猶予 ・保護観察の期間を含む)」だけでなく,
「必要的最低刑」 についても告知 してお り,い くつかの州 も同様の要件 を
く　　
課 している。
それに対 して,被 告人に対 して告知することを必要とされない 「間接的
な結果」 とは何なのであろうか。合衆国最高裁の立場 は明 らかではないが,
下級裁判所 は,一般的に,有 罪答弁によって もたらされる 「市民生活への
影響(権 利の喪失,没 収,選 挙権の停止,銃 器所持の禁止,等)」 や 「条
さう　
件付釈放(保 護観察や仮釈放)の 取消」のことであると解 している。間接
16(桃 山法学 第19号'12)
的な結果 と関連 して問題 とされているのは,「国外退去」の性質である。
この点について,多 数意見は,国 外退去は 「間接的な結果」であ り,外国





それでは,答 弁手続 において,裁 判所は,被 告人に対 して,有 罪答弁の
「直接的な結果」 を告知する義務 を有 しているのであろうか。裁判所の告
知義務について,こ れを肯定的に解する見解 もあるが,一 般的には,裁判
所が被告人に対 して,有 罪答弁 によってもたらされる 「直接的な結果」 を
告知 しないことは,た とえそれが制定法や手続法に違反するものであ り,
それゆえ不適法であるとしても,そ れだけでは憲法(適 正手続条項)違 反
るフラ
とはならない と解 されている。例 えば,被 告人が,何 らかの方法で,刑 罰
の可能性(最 高刑 と最低刑)を 「認識」 していたのであれば,た とえ裁判
所が 「告知」をしていなかったとしても,それが適正手続違反 となること
はないであろう。それに対 して,被 告人が正 しい 「認識」を有 していなかっ
た場合 については,「告知」 されなかったことや,誤 った事実を 「告知」
されたことによって,当 該被告人が 「損害」を受けたのか どうかが問題 と
される。そ して,そ れは通常,正 しい 「認識」を有 していたのであれば,




最低刑について 「告知」 していないことは,適 正手続違反を推認する1つ
の要素 とな りうるが,結 局のところ,あ らゆる要素を考慮に入れて,全 体
事情の観点か ら判断されることになるであろう。
③ 有罪答弁によって放棄 される権利





の武装強盗で告発 された被告人は,有 罪答弁を提供 した。答弁手続(罪 状
認否)に おいて,当 該有罪答弁 に関する審問が行われていないにもかかわ
らず(権 利放棄に関する記録が残されていない),裁判所は,被 告人が提
供 した有罪答弁を受理 した。その後,州 裁判所は,被 告人に死刑判決を下
した。そこで,被 告人は,こ のような有罪答弁は適正手続に反するもので
あ り,無効である旨を主張 した。合衆国最高裁は,記 録を残すということ
が,有 効な権利放棄の前提条件である旨を述べ,「記録がない」 とい う事
実か らは,合 衆国憲法で保障される重大な権利の放棄を推認することはで
く　の
きないとして,当 該有罪答弁は無効であるとの結論 を下 している。
Boykin判決 を受けて,連 邦裁判所及び各州の裁判所は,有 罪答弁を提
供する被告人が,放 棄 される権利の 「告知」 を受けることを保障すべ く,
く　の
答弁手続の改訂に取 り組んでいる。連邦刑事手続規則 によると,裁判所は,
公 開の法廷で被告人に対 して直接 に話 しかけることを通 して,被 告人が,
有罪答弁 によって放棄される権利 について理解 しているか どうかを確認 し
く　の
なければならないとされている。
確かに,有 罪答弁 によって放棄される権利 を 「告知」することは,被告
人にとって望 ましい手続であるといえる。それでは,裁 判所が,Boykin
判決で挙げられた憲法上の権利の放棄について具体的に 「告知」 しなかっ








「告知」の必要性 を肯定的に解 している。 しかし,多 くの裁判所は,何 ら
審問 を経 るこ とな く有罪答弁 が受 理 され,死 刑判 決 を受 けた とい う
18(桃 山法学 第19号'12)
Boykin事件 の 「特殊性 」 を問題 と した上 で,通 常 の事例 につ い ては,権
利 を 「告 知」 しない ことその ものが適正手 続違反 にな るこ とを否定的 に解
く　ヨラ
してお り,合 衆国最高裁 もこの見解 を支持 してい る。 そ して,NorthCaro-
linav.Alford事件 にお いて,合 衆 国最高裁 は,有 罪答弁 の適法性 を確認 す
るのに際 して 「基準 」 となるのは,結 局 の ところ,「告知」 の有無 で はな




近年,多 くの法域 においては,裁 判所 に対 して,有 罪答弁を受理するの
に先立って,当 該有罪答弁の 「正確性」 を確認する義務を課 している。連
邦刑事手続規則によると,裁判所は,有 罪答弁を受理するのに先立って,
当該有罪答弁 に 「事実的基礎(factualbasis)」が存在することを確認 しな
　 ラ
ければならない とされている。また,多 くの州の制定法や裁判所規則 も,
「事実的基礎」の確認 を要求する同様 の規定を採用 している。裁判所が





して確認 されている。このような 「事実的基礎」の確認が,憲 法の要請で
あるのかについては争いがあるものの,合 衆国最高裁は,少 な くとも,有




有罪答弁の 「事実的基礎」 を確認する手続は,様 々な機能を果た してい
る。第1に,「事実的基礎」 を確認する手続は,① 裁判所に対 して,被 告
人が有罪答弁を提供する 「適格性(意 思)」を有 しているのか,あ るいは,
公訴犯罪事実の内容 を 「理解」 しているのかについて,よ り詳細 に評価す
自白から有罪答弁へ19
る機会を提供 し,②答弁取引制度の可視性 を高め,③ 適切かつ十分な記録
効果を生み出 し,④それ らを通 して,後 に有罪答弁の無効を主張される可
能性を減少 させる機能を果 たしている。また,「事実的基礎」 を確認する
ことを通 して,⑤ 矯正機関に対 して,よ り適切な情報を提供することが可
く　　ラ
能になるであろう。
第2に,「事実的基礎」 を確認する手続 は,公 訴犯罪事実の性質につい
て 「理解」 した上で 「任意」に有罪答弁 を提供 したものの,本 当は 「罪 を
ゆラ
犯 していない」 と主張する被告人を保護する機能 を果た している。実際,
判例が示すように,こ の類型の有罪答弁が提供される事例は決 して少なく
ない。例えば,NorthCarolinav.Alford事件において,被 告人は,第2級
殺人罪で有罪答弁 を提供 したが,裁 判所 に対 して,本 当は 「無実」である
が,第1級 殺人罪に問われて死刑になることを回避するために,仕 方なく
くフの
「有罪答弁」を提供 した旨を訴え出た。そ もそも,「無実」を主張 しなが ら
「有罪答弁」を提供するのは 「矛盾」する行動であ り,こ のような 「有罪
答弁」の提供が論理的に許されるのか どうかが問題 となるが,合 衆国最高





ない被疑者 ・被告人も存在 し,このような場合に答弁を無効 とするならば,
本人に死刑 を強いることにつなが り,被疑者 ・被告人をかえって不利な立
場 に置 くことになると考えられるか らである。すなわち,裁判所 は,事実
関係の確認を通 して,被 告人の有罪を指 し示す 「強い証拠(事 実的基礎)」
が存在 していると判断するのであれば,「無罪」 を主張する被告人による
「有罪答弁」を受理することがで きる。
もっとも,合衆国最高裁 は,Alford判決において,有 罪を指 し示す 「強
い証拠」の必要性 に言及 しているにも関わ らず,「強い証拠」の内容(程
度)に ついては明確 にしなかった。Alford判決は,被 告人が有罪であるこ
とについて,裁 判所が 「合理的な疑問を残 さない程度」の確信 を得ること
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まで を要求す る もので はない と思わ れるが,少 な くとも,通 常 の 「有罪答
弁」 の場合 と比較 して,よ り 「確 実 な程度」 の確信 を得 るこ とが必要 にな
く　　
るであろう。司法省は,こ の類型の有罪答弁が提供 される場合,検 察官 に




の)訴 因については,「合理的な疑問を残 さない程度」 の証拠を提出 しう
る蓋然性が高いだけでなく,む しろ証拠 を提 出した方が,有 罪答弁が無効
とされる事態を防止することがで きるという配慮によるものであろう。
お わ り に
我が国において,司 法取引(答 弁取引)と い う 「法制度」は存在 しない
くフの
が,現 実問題 として,そ れに類する 「法実務」の存在が指摘 されている。
そ して,そ のような 「非公式な取引」が,我 が国の刑事司法制度を円滑 に
機能 させる役割を果た してお り,被疑者 ・被告人の 「更生(社 会復帰)」
を重視 した柔軟な制度 として,守 るべ き 「伝統」であると評する見解 もあ
くフの
る。その一方で,法 制度 として確立 されていないということは,そ れが
「暗黙裡」 に行われていることを意味 してお り,そ れがうまく機能する場




きないが,高 度に情報化された現代社会 においては,も はや不明確 ・不透
明な 「取引」を伝統 として放置 してお くことは難 しく,それを法制度 とし
て確立 し,その手続 を明確化 ・透明化 してい く必要性が認められるであろ
(77)
つ○
司法取 引(答 弁取 引)の 許容 性 につ いて は,様 々な観点 か ら論 じるこ と
くフ　ラ
が可能であ り,その類型(自 己負罪型 と捜査協力型)に よっても,許容性
くフの
を基礎づける根拠 を異にしている。本稿 においては,違 法 とされる 「約束
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による自白」 との比較的観点から,司法取引(答 弁取引)の 許容性を検討
し,両者の相違点 こそが,そ の 「許容性」 を基礎づける本質であることを
見出 した。その意味 において,我 が国に司法取引(答 弁取引)を 導入する
のに際 しても,両者の相違点,す なわち,① 事後的な検証可能性 と,②弁
護人による適切な援助 ・助言の存在に着 目し,それを具体化 してい くこと
になるであろう。
このように,司法取引(答 弁取引)を 導入するためには,ま ず,事 後的
な検証可能性が担保 されていなければならない。すなわち,答 弁手続にお
いて,ど の ように裁判所が関与 し,ど のように有罪答弁の 「任意性」 と
「正確性」 を確認するのか,そ の手続を規定する必要性が認められる。 こ
の点,「任意性」 の確認に際 しては,自 白が 「不任意」 であることを証明
する場合 と同様に,様 々な困難が予想 されることから,答弁手続をで きる
限 り 「定型化(書 式化)」し,そ の任意性 を推認 しうる手段 を確立 してお
く必要性が認め られよう。また,「正確性」を確認す る手続 においては,
証拠裁判主義や自由心証主義 との調和(ひ いては 「無罪推定の原則」)の
観点から,検察官に対 して,合 意 した犯罪事実について 「合理的な疑問を
残 さない程度」の証拠提 出義務 を課す という選択肢 も考えられよう。 さら
に,後 から有罪答弁の無効を主張される事態を防止するためには,答 弁取
引(手 続)の 全容 を録画 ・録音 してお くということも,重要な記録効果 を
く　ラ
有するものとして,考慮 に値するであろう。
次に,司 法取引(答 弁取引)が 許容 されるためには,弁 護人による適切
な援助 と助言が担保 されていなければならない。すなわち,司 法取引(答
弁取引)の 成立要件 として,「弁護人の取引への立会」 を義務化するのと
同時に,そ の適切な援助 ・助言の下における 「有罪答弁」の提供が必要条
件 とされるべ きであろう。この点,我 が国の現状 をみてみると,未 だ 「弁
護人の取調立会権」が確立されてお らず,身 柄拘束下の被疑者の権利(と
りわけ黙秘権)保 障が不十分であるといわざるを得ない。現状のままで司
法取引(答 弁取引)を 導入するのであれば,被 疑者 ・被告人の立場を今 よ
りも不利な状況に置 きかねないことか ら,まずは 「弁護人の取調立会権」
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を保障 し,弁護人による適切な援助 ・助言を受けることが当然の理 とされ
る 「司法制度」を構築する必要性が認められよう。そ して,弁 護人の取調
立会権が保障されることを通 して,自 白の採取を中心とした証拠収集方法
の 「転換」が もたらされるとするならば,自 白の採取に代わる証拠収集方





多少の犠牲 を払っても巨悪(黒 幕)を 検挙する 「社会的な有用性」を主張
する一方で,導 入反対派は,「自己負罪型」の取引 を念頭に置いた上で,
被疑者 ・被告人が今 よりも不利な立場に置かれる 「危険性」を主張すると
いうように,司法取引(答 弁取引)を 別の側面から異なった視点で捉えて
お り,その議論が噛み合うことが少なかった。 しかし,こ れからの社会 に
おいては,国 民に情報を公開した上で,地 域社会 と一体となって 「人権保
障と真実発見の合理的な調和」 について議論 し,「三方一両損」の精神で,
犯罪のない社会の実現に取 り組んでい く必要性が認められよう。そ して,
そのような精神の下 に 「犯罪の抑止」 と真剣 に向き合うのであれば,近 い
将来,司 法取引(答 弁取引)の 導入が 「三方一両得の取引」であったと振
り返る日が来るであろう。その日の到来 を夢見て,本 稿はこれで閉 じるこ
とにしたい。
注
(1)自 白とは,自 己の犯罪事実の全部又はその重要部分 を認める被疑者 ・
被告人の供述 をい う。我が国の証拠収集方法は,取 調べ を利用 して 「自
白」 を採取すること,あ るいは,採 取 した 「自白」 に基づいて証拠 を収
集ることに重 きが置かれている。刑事事件 の大部分が 自白事件であるだ
けでな く,被疑者 ・被告人 自身が罪 を認めているものとして,一 般に信
用 されやすい性質 を有することから,自 白に関 しては,「証拠能力」 と
「証明力」の両面において制限されている。また,「自白」の存在 は,起
訴猶予の決定 に際 しても重要な役割 を果た している。田口守一 『刑事訴
訟法』[第5版]弘 文堂,(2009年)363頁等参照。
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(2)ア メ リカ合衆国における 「司法取引」 については,宇 川春彦 「司法取
引を考える(1)～(17)・完」判例時報1583号～1627号(1997年～1998年)
が詳 しい。
(3)そ の他,主 観的要素 を重視する我が国の刑法の規定形式そのものが,
取調べ を利用 した 「自白」の採取 を助長 させている と指摘する見解 もあ
る。
(4)「自己負罪型」の司法取引 と 「捜査協力型」の司法取引の区別 につい




博 「新たな捜査手段一いわゆる 「司法取引」 との関係 を中心 に」 『ジュ
リス ト』1370号(2009年)93頁等が詳 しい。
(5)検 察側が提示する 「利益」 としては,「訴因」の縮小や一部撤 回,「求
刑(量 刑)」の引 き下げ等が考えられる。
(6)公 判 においては,証 拠 として提出 された 「自白(調 書)」の 「任意性」
をめぐって,両 当事者が激 しく争 う場面が数多 く見られるが,通 常,取
調べは 「密室」で行 われることから,自 白が採取 された状況を客観的に
証明するのには困難を伴 う。公判 において,自 白の 「任意性」 を証明す
る際 には,両 当事者が 「水掛 け論」に終始 し,そ のことが悪戯 に裁判を
長引かせる原因 となっている。そ して,2009年5月よ り開始された 「裁
判員 による裁判」においては,「自白の任意性」 とい う悩ましい問題が,
一般市民である 「裁判員」の判断に委ねられることになった。大谷剛彦
「自白の任意性」平野龍一=松 尾浩也編 『続 ・新実例刑事訴訟法m』 青
林書院,(1998年)146頁。
(7)約 束による自白(利 益誘導による自白)の 適法性 については,加 藤克
佳 「約束による自白」井上正仁 ・大沢裕 ・川出敏裕編 『刑事訴訟法判例
百選[第9版]』 別冊ジュリス ト203号156頁(2011年),香川喜八朗 「約
束による自白」井上正仁編 『刑事訴訟法判例百選[第8版]』 別冊ジュ
リス ト174号162頁,等参照。アメ リカ合衆国においても,約 束 に基づい
て 「自白」 を採取することは認められていない。アメリカ合衆国におけ





























(20)Mirandav.Arizona,384U.S.436(1966).ミラ ン ダ 判 決 に つ い て は,
小 早 川 義 則 『ミ ラ ン ダ と 被 疑 者 取 調 べ 』 成 文 堂,(1995年)参 照 。
(21)Saltzburg,S.A.,Capra,D.J.,Davis,A.J.,BasicCriminalProcedure(4th
ed。),468-469(2005).もっ と も,ミ ラ ン ダ 判 決 に い う 「弁 護 人 に 相 談 す
る 権 利(取 調 立 会 権)」 は,そ の 「援 用 」 を 要 す る も の で あ る が,そ れ
が 「援 用 」 さ れ る 場 合 に つ い て は,告 発 さ れ る 前 段 階 の,あ ら ゆ る 「拘
束 下 の 取 調 べ 」 に ま で 適 用 さ れ る と い う 点、に お い て,修 正 第6条 よ り も,
そ の 保 護 範 囲 が 広 い と い う こ と が で き る 。







助言 を受けた上で,陪 審による審理 を選んで 「死刑」 になることを回避
するため に 「誘拐罪」 について有罪答弁 を提供 した。その後,United
Statesv.Jackson事件 において,合 衆国最高裁 は,「誘拐罪」 に死刑 を
科す制定法 は違憲であると判示 した。Jackson判決 を知ったBradyは,
陪審裁判 を選ぶ と 「死刑 を科される」 という弁護人による不適切(不 正
確 ・不十分)な 助言を信 じ,誤 って有罪答弁 を提供 して しまった と述べ,
弁護人の援助 ・助言が不適切(不 正確 ・不十分)で あったことを理由と
して,自 らの有罪答弁の無効 を主張 した。
合衆 国最高裁 は,被 告人が有罪答弁の提供 を選択 したのは,そ の大部
分が,公 判による場合 と,有 罪答弁 を提供 した場合に得 られる 「寛大な
処分」 とを,被 告人 自身が 「査定(値 踏み)」したことによる ものであ
る と述べ,Bradyの主張 を却下 した。すなわち,被 告人は,答 弁が受理
された後 に,自 らの 「査定(値 踏み)」が間違いであることに気付いた
というだけでは,当 該有罪答弁の無効 を主張することはで きない。 とり
わけ,そ の他の点では 「任意」 とされる有罪答弁は,後 の司法判断によっ
て,そ れが誤った前提 によるものであることが判明 した としても,そ れ
だけでは無効 を主張することはで きない。有罪答弁は,刑 罰の可能性 に
ついて,そ の時点の法律関係 に基づいて,弁 護人 による法的助言を受け
て提供 されているだけで有効である。McMannv.Richardoson事件にお
いて,合 衆国最高裁が述べたように,有 罪答弁の 「知悉性」が問題 とさ
れる場合,そ こで問題 となるのは,弁 護人による援助 ・助言が,刑 事手










合 衆 国 最 高 裁 も,有 罪 答 弁 の場 面 に お け る 「任 意 性 」 に つ い て 明 確 に
定 義 し て い な い 。Dressler,J.,Michaels,A.C.,supranote(26),at178.
(31)Redlich,A.D.,supranote(8),at61.
(32)合 衆 国 最 高 裁 は,被 告 人 の 意 思 を 凌 駕 す る よ う な,現 実 的 で差 し迫 っ
た 身 体 へ の 危 害,精 神 的 強 制 が あ る 場 合 と は 異 な っ て,「 不 任 意 」 と は
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こ の 点 に つ い て は,宇 川 春 彦 ・前 掲 注(2)が 詳 し い 。







(40)連 邦 刑 事 手 続 規 則 第11条(b)(1)は,裁 判 所 が,有 罪 答 弁 を 受 理 す
る の に先 立 っ て,公 開 の 法 廷 で 被 告 人 に 直 接 に話 しか け,(a)宣 誓 の 下
に 供 述 した 内容 に つ い て は,後 日,偽 証 罪 や 虚 偽 供 述 罪 の 手 続 にお い て,
被 告 人 に不 利 に使 用 さ れ う る こ と,(b)被 告 人 に は 無 罪 答 弁 を す る権 利
が あ り,す で に無 罪 答 弁 を し て い る場 合 に は,そ れ を 維 持 す る権 利 が あ
る こ と,(c)陪 審 裁 判 を 受 け る権 利 が あ る こ と,(d)弁 護 人 の援 助 を受
け る権 利 が あ る こ と,(e)自 己 に不 利 益 な 証 人 を 喚 問 し て 反 対 尋 問 す る
権 利 が あ り,不 利 益 な 供 述 を 強 要 さ れ な い 権 利 が あ る こ と,(f)有 罪 答
弁 又 は 不 抗 争 答 弁 が 受 理 さ れ た場 合 に は,公 判 に 関 す る 権 利 の放 棄 に な
る こ と,(g)被 告 人 が 有 罪 答 弁 を提 供 す る 公 訴 犯 罪 事 実 の 性 質 につ い て,
(h)自 由 刑 ・罰 金 刑 ・保 護 観 察 の 期 間 を 含 む 法 定 刑 の 上 限 に つ い て,
(i)法定 刑 の 下 限 に つ い て,(j)没 収 ・権 利 喪 失 の 可 能 性 に つ い て,(k)
裁 判 所 が 被 告 人 に 対 し て被 害 弁 償 を命 ず る 権 限 を 有 す る こ と,(1)裁 判
所 が 被 告 人 に 対 して 特 別 賦 課 金 を 課 す 義 務 が あ る こ と,(m)裁 判 所 は,
量 刑 に際 し て,量 刑 ガ イ ド ラ イ ン に従 わ な け れ ば な ら な い が,一 定 の 状
況 に お い て は,ガ イ ドラ イ ン の 範 囲 か ら 逸 脱 で き る こ と,(n)量 刑 に
関 す る 控 訴 権 や 間接 的 攻 撃 を放 棄 す る 答 弁 合 意 の 条 項 の 内 容 に つ い て,
被 告 人 に 「告 知 」 し,そ れ を 「理 解 」 して い る か ど う か を確 認 し な け れ






(45)合 衆 国 最 高 裁 は,被 告 人 が 犯 罪 の 性 質 を知 っ て い た か ど う か につ い て
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は,通 常,容 易 に確 認 す る こ と が で き る こ とか ら,こ の 事 件 で判 示 し た
事 項 が,他 の 多 くの 有 罪 答 弁 に影 響 を及 ぼ す こ とは な い(特 に 問 題 と さ
れ る こ とが な い)と し て い る 。Dressler,J.,Michaels,A.C.,supranote
(26),at182.Hendersonv.Morgan,426U.S.637,(1976)647.
(46)一 方 で,合 衆 国 最 高 裁 は,全 て の 要 素 につ い て 「告 知 」 が 要 求 さ れ る
の か に つ い て,「 我 々 は そ う で は な い と考 え て い る 」 と述 べ,告 知 が 要
求 さ れ る事 項 が 「重 大 な 要 素 」 に限 定 さ れ る 旨 を 示 唆 し て い る 。
(47)こ の 点 に つ い て,下 級 裁 判 所 は,有 罪 答 弁 が 提 供 さ れ る犯 罪 の 「程 度 」
と 「深 刻 性 」 に 関 し て 説 明 が さ れ て い な い 場 合 に,「 重 大 な 要 素 」 の 告
知 を 欠 く もの で あ る で あ る と理 解 し て い る 。LaFave,W.R.,Israel,J.H.,
King,N.J.,supranote(42),at469-470.
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